
様式１

（公益・特別法人用）

【対象決算年度：令和４年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

Ｈ16年5月 　役員（理事・監事）への説明、意見集約を行った

Ｈ17年度から 　民間主導の新しい組織を立ち上げ、業務を移行 Ｈ17年3月

Ｈ17年9月

Ｈ17年12月

Ｈ18年度から 　県職員派遣廃止（人件費補助廃止） Ｈ18年度から

　新体制に移行

＊役職員数は各年度当初現在

経営計画等の策定状況

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員

監査等結果

＊次表は令和４年度の状況で、（　）内は令和３年度 （単位：千円、％）

団体の課題等

〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

公益事業比率 88.7 (88.2) 99.8 (99.8)

経常比率 96.9 (99.5) 840.0 (784.3)

人件費比率 9.7 (10.3) 98.3 (98.3)

管理費比率 2.6 (2.5) 98.3 (98.3)

5.8 (3.4) 0.0 (0.0)
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借入金依存率 損失補償年度
末残高

交付金

　役員改選（理事15名、監事3名）を実施し、新体制
が発足

　事務局長を民間から公募（Ｈ17.9～11）に2名の応
募があったが、採用に至らず

　第２次公募（Ｈ17.12～Ｈ18.1）に１名公募があり、
事務局長に採用決定（Ｈ18.2付け採用）

　県職員の派遣廃止（人件費補助廃止）新体制のス
タート
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民間主導の団体として運営
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(83,624)

(△ 881)

　事業及び財務に関する資料をホームページ上で公開するなど、一般の閲覧に供している。

1(職員兼務）

Ｈ16年度末ま
で

　緑の基金の業務を引き受ける企業を探し、民間主
導の新しい運営組織づくりの準備
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改革基本方針
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経常収益 (A)

　指摘事項はなし

　今後懸念される家庭募金の減収を確保するため、企業募金の新
規開拓をより一層進める。また、基本財産運用益収入を確保するた
め、利率が上がっている長期債券の購入を検討する。さらに単年度
収支損失が生じた場合には、令和２年度に積立てた緑化事業積立
金を取り崩して財源不足分に充当し安定的な事業運営を維持する。

　緑の募金への理解を深めていただくため、募金活動や事業内容に
ついて引き続き広報活動を行う必要がある。
　また、近年の低金利により、基本財産の運用益が十分でなく基金
の運営に支障が生じているため、適正な運用と執行による収支均
衡型の経営が望まれる。

改革基本方針

県

費

受

入

状

況

人件費関係費
用(再掲）

0 (0)

18

(0)

団 体 名
(所在地）

公益財団法人長野県緑の基金
（長野市大字南長野字幅下692-2森林づくり推進課内）

代表者 理事長　中條　智子

設立根拠
緑の募金による森林整備等の推進に
関する法律

昭和58年
県所管部局
(課)

林務部(森林づくり推進課）

設立の沿革 設立目的（寄付行為・定款上）

・昭和23年、前身の「長野県緑化連盟」設
立

・昭和57年、前身の「長野県緑化推進委員
会」と名称変更

・昭和58年、「財団法人長野県緑の基金」
設立

・平成23年、「公益財団法人長野県緑の基
金」へ移行

本県における健全な森林づくりと緑豊かな環境整備を進めるために、緑化思想の高揚と
緑化事業の推進を図り、もって緑豊かな県土づくりに寄与する。

具体的な事業内容

・森林・林業、環境緑化の啓発と情報提供

・緑の募金活動、緑化の推進

・「みどりの少年団」活動への助成

事業執行状況を示す主な指標

・緑の募金　　　 Ｒ１：75,728千円　R2：71,000千円  R3：:74,648千円　R4：72,819千円

・みどりの少年団への助成　  Ｒ１：178団8,200千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R２：177団8,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　    　R３：175団8,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R４：179団8,000千円

・機関誌の発行　　R１～Ｒ２：毎年2,000部　　R３～：3,000部

基本財産（円） 589,856,019
うち県の出
捐額（円）

150,000,000 25.4%

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

・市町村　123,000,000　　20.9%
・民　 間　316,856,019　  53.7%

県出捐率
（％）

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

経常増減の部

経常収益 (A) 77,927 82,743 81,782

うち基本財産運用益 592 1,900 2,761

うち受取会費 560 550 550

うち事業収益 71,641 76,081 73,513

うち受取補助金等 5,110 4,160 4,910

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金

うち受取市町村補助金

経常費用 (B) 80,898 83,624 88,479

うち事業費 78,960 81,571 86,190

うち公益事業費 71,435 73,789 78,504

うち給料手当 7,525 7,782 7,686

うち管理費 1,939 2,052 2,289

うち役員報酬 0 0 0

うち給料手当 836 865 854

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) △ 2,971 △ 881 △ 6,697

経常外増減の部

経常外収益 (D) 54,108 100,000 128,131

経常外費用 (E) 100,000 128,131

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 54,108 0 0

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 51,137 △ 881 △ 6,697

一般正味財産期首残高 (H) 13,988 65,125 64,244

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 65,125 64,244 57,546

受取補助金等

うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) △ 55,673 △ 11,565 △ 14,710

指定正味財産期首残高 (K) 656,178 600,505 588,941

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 600,505 588,941 574,231

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) △ 4,536 △ 12,446 △ 21,407

正味財産期首残高 (N) 670,166 665,630 653,184

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 665,630 653,184 631,777

②　貸借対照表

令和２年度 令和３年度 令和４年度

流動資産 13,205 12,628 12,507

うち現金預金 10,180 9,621 8,788

固定資産 654,613 642,167 620,760

基本財産 600,505 588,941 574,231

うち土地

うち投資有価証券 172,374 260,809 346,099

特定財産 54,108 53,227 46,529

うち退職給与引当資産

うち減価償却引当資産

その他の固定資産

資産合計 667,818 654,795 633,267

流動負債 2,188 1,610 1,489

うち短期借入金

うち未払金 1,765 1,203 960

固定負債

うち長期借入金

うち退職給与引当金

負債合計 2,188 1,610 1,489

指定正味財産 600,505 588,941 574,231

うち基本財産への充当額 600,505 588,941 574,231

うち特定資産への充当額

一般正味財産 65,125 64,244 57,546

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額

正味財産合計 665,630 653,184 631,777

負債及び正味財産合計 667,818 654,795 633,267

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：公益財団法人長野県緑の基金
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